様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2024年　　3月　　19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ぱ－そるほーるでぃんぐすかぶしきがいしゃ   
一般事業主の氏名又は名称 パーソルホールディングス株式会社   
（ふりがな）   わだ　たかお　     
（法人の場合）代表者の氏名 和田 孝雄  印   
住所　〒　151-0053
東京都渋谷区代々木2-1-1
法人番号　8011001058176　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	グループ中期経営計画2026説明資料


	公表日
	　　　　2023年　　5月　　15日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	パーソルホールディングス株式会社公式HP
https://www.persol-group.co.jp/ir/management/strategy.html

最下段のグループ中期経営計画2026説明資料
https://www.persol-group.co.jp/ir/upload_file/m002-m002_02/MidtermManagementPlan2026JP.pdf
P5：市場の変化
P6,7：“はたらくWell-Being”
P8：経営の方向性
P9：2030年に向けた価値創造ストーリー
P15,16：マテリアリティ「データガバナンスの強化」
P18,20：事業成長のエンジン

	記載内容抜粋
	パーソルグループはグループビジョンとして「はたらいて、笑おう」を掲げ、 「“自分のはたらくは、自分で決める”の実現で、“はたらくWell-being”を創造していく。」ことを目指しています。
「“はたらくWell-being”創造カンパニー」と「テクノロジードリブンの人材サービス企業」をパーソルグループが向かうべき方向性として定め、2030年に向けた価値創造ストーリーをまとめています。
マテリアリティの１つに「データガバナンスの強化」を設定し、プライバシーガバナンスについてさらなる強化を図っていくことでユーザーの利用環境を整え、信頼を得るとともに、事業成長のエンジンにテクノロジーを置き、グループ全体のテクノロジー人材・組織の拡充と事業・サービスでの実装・活用を強化する戦略です。
※グループとしてDXを推進する旨の公表でありますが、グループ持株会社である当社は、当該方針を策定し、当該方針に基づく取組みを推進する立場です。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された文書を公開している。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	パーソルホールディングス株式会社公式HP
· グループ中期経営計画2026説明資料（①）
· ニュース
· 【パーソルホールディングス】パーソルグループが、2022年度「IT奨励賞（マネジメント領域）」を受賞～パーソルグループ社員約6万人の人事データ基盤を構築～（②）
· 【パーソルホールディングス】2023年度「IT賞（マネジメント領域）」を受賞～グループ営業を支援する社内向けWebアプリケーション「Genie」を内製開発～（③）
TECH DOOR
· グループ社員6万人の人事データ活用を目指して―データ基盤構築プロジェクトの裏側（④）
· 営業員向けWebアプリ「Genie」で、パーソルグループとしてのシナジー効果を最大化（⑤）
· 価値あるデジタル施策を推進する、頼れる組織を目指して――CoE組織の現在地（⑥）

	公表日
	1 2023年　　5月　　15日
2 2022年　 12月　　 8日
3 2023年　 12月　　 6日
4 2023年　  4月　　20日
5 2023年　  8月　　31日
6 2023年　  9月　　26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	パーソルホールディングス株式会社公式HP
https://www.persol-group.co.jp/ir/management/strategy.html

最下段のグループ中期経営計画2026説明資料（①）
https://www.persol-group.co.jp/ir/upload_file/m002-m002_02/MidtermManagementPlan2026JP.pdf
P18,20：事業成長のエンジン

右上タブのニュース
【パーソルホールディングス】パーソルグループが、2022年度「IT奨励賞（マネジメント領域）」を受賞～パーソルグループ社員約6万人の人事データ基盤を構築～（②）
https://www.persol-group.co.jp/news/20221208_11233/

【パーソルホールディングス】2023年度「IT賞（マネジメント領域）」を受賞～グループ営業を支援する社内向けWebアプリケーション「Genie」を内製開発～（③）
https://www.persol-group.co.jp/news/20231206_13080/

TECH DOOR
https://techdoor.persol-group.co.jp/

グループ社員6万人の人事データ活用を目指して―データ基盤構築プロジェクトの裏側（④）
https://techdoor.persol-group.co.jp/contents/155/

営業員向けWebアプリ「Genie」で、パーソルグループとしてのシナジー効果を最大化（⑤）
https://techdoor.persol-group.co.jp/contents/1150/

価値あるデジタル施策を推進する、頼れる組織を目指して――CoE組織の現在地（⑥）
https://techdoor.persol-group.co.jp/contents/1331/

	記載内容抜粋
	「テクノロジードリブンの人材サービス企業」を目指し、テクノロジー推進の領域を「顧客体験」「従業員体験」×「デジタル化」「デジタルトランスフォーメーション（DX）」の4象限で表し、CoE組織をハブとして推進しています。（① P18,20）（⑥）
※グループとしてDXを推進する旨の公表でありますが、グループ持株会社である当社は、当該方針を策定し、当該方針に基づく取組みを推進する立場です。

上記戦略を実現する具体的な取組として、当社が行った「グループ会社35社分、社員約6万人分の人事関連データのデジタル化・利活用」「営業社員向けの情報管理システム一元化・グループ横断での営業活動活性化を促進」等が挙げられます。（②③④⑤）

「グループ会社35社分、社員約6万人分の人事関連データのデジタル化・利活用」（②④）
人事部門が手作業で集計していたグループ会社35社分、社員約6万人分の人事関連データをIT部門が主導してデジタル化しました。社員に関する機密性の高いデータを取り扱うためのガイドラインも策定し、安心・安全なデータ運用ができる環境を整備した結果、グループ会社の人事部門間でのデータ即時共有や、データを活用した意思決定が可能となりました。更に、人事部門のセルフ分析によるデータ利用の高度化・新たなインサイトの獲得等の成果にも繋がっています。
本取組は、公益社団法人企業情報化協会（IT協会）が選定する2022年度「IT奨励賞（マネジメント領域）」を受賞しました。

「営業社員向けの情報管理システム一元化・グループ横断での営業活動活性化を促進」（③⑤）
これまで営業社員向けの情報管理システム（法人マスタ、名刺管理システム等）が複数に渡っており、欲しい情報に素早くアクセスできなかったため、散財するシステムを整理し、営業社員の情報収集プロセスを効率化した社内向けWebアプリケーションを開発しました。また、システムの統合だけでなく、パーソルグループ各社がお互いに連携し、会社間の垣根を超えたクロスセルの機会をより拡大すべく、各社の顧客や名刺、商材情報をグループ全体に開示して提案に活用できる仕組みを導入しました。結果、グループ全体でのクロスセルアップに貢献しています。
本取組は、公益社団法人企業情報化協会（IT協会）が選定する2023年度「IT賞（マネジメント領域）」を受賞しました。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された文書を公開している。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	パーソルホールディングス株式会社公式HP
https://www.persol-group.co.jp/ir/management/strategy.html

最下段のグループ中期経営計画2026説明資料（①）
https://www.persol-group.co.jp/ir/upload_file/m002-m002_02/MidtermManagementPlan2026JP.pdf
P19,20：事業成長のエンジン（人的資本、テクノロジー）

TECH DOOR
https://techdoor.persol-group.co.jp/

価値あるデジタル施策を推進する、頼れる組織を目指して――CoE組織の現在地（⑥）
https://techdoor.persol-group.co.jp/contents/1331/

	記載内容抜粋
	テクノロジー推進の領域の1つとして「テクノロジー人材・組織の進化」を挙げ、グループ採用、CoE組織の設置、専門人材のはたらきやすい環境構築や採用ブランディングの強化による採用力強化に取り組んでいます。また、多様な専門プログラムの提供による、リスキリング/アップスキリングの推進により、テクノロジー人材を増加させる計画を推進しています。（① P19, 20）
CoE組織は、デジタル化の推進において重要な役割を担う専門人材やノウハウを集約した組織で、この組織を起点にグループ各社への人材面やノウハウ面でのサポートを行っています。（⑥）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	パーソルホールディングス株式会社公式HP
https://www.persol-group.co.jp/ir/management/strategy.html

最下段のグループ中期経営計画2026説明資料
https://www.persol-group.co.jp/ir/upload_file/m002-m002_02/MidtermManagementPlan2026JP.pdf
P20：環境のデジタル化の推進
P24,25：Career SBUのデータテクノロジー活用
P27,28：BPO SBUの業務デザイン/デジタル化力
P32：財務戦略

	記載内容抜粋
	テクノロジー推進の領域の１つとして「環境のデジタル化の推進」を挙げ、デバイスやインフラ、コーポレートシステムのデジタル化推進によるはたらく環境のさらなる改善を主要な取り組みとしています。加えて、各事業戦略では、事業特性に応じたテクノロジー活用の方針を掲げています。一例として、転職支援や求人メディアを展開するCareer SBUはデータ・テクノロジーによる高度なマッチングを、事務・コールセンター・ICTなど幅広いBPOソリューションを展開するBPO SBUは業務デザイン/デジタル化力を競争優位性に挙げています。また、グループ全体の財務目標としてソフトウェア等IT投資を積極的に行う計画にしています。
※グループとしてDXを推進する旨の公表でありますが、グループ持株会社である当社は、当該方針を策定し、当該方針に基づく取組みを推進する立場です。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	グループ中期経営計画2026説明資料（①）
パーソルグループ統合報告書 2023（②）

	公表日
	1 2023年　　5月　　15日
2 2023年　　7月　　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	パーソルホールディングス株式会社公式HP
https://www.persol-group.co.jp/ir/management/strategy.html

最下段のグループ中期経営計画2026説明資料（①）
https://www.persol-group.co.jp/ir/upload_file/m002-m002_02/MidtermManagementPlan2026JP.pdf
P19：事業成長のエンジン（人的資本）
P49：テクノロジー人材に関する取り組み

IRライブラリ内　統合報告書2023（②）
https://www.persol-group.co.jp/ir/upload_file/m009-/integratedreport2023_jp.pdf
P22：図『2023年の目標および中計2026の位置づけ』内　「中計2026」列の「●デジタル化を中心とした ワークフォース事業での生産性の改善」

	記載内容抜粋
	グループ中期経営計画2026説明資料（① P19,49）
達成度そのものを示す指標ではありませんが、中間指標として「コアテクノロジー人材数を2,000人に増加（2025年度末）」を決定し公開しています。
　　
パーソルグループ統合報告書 2023（② P22）
中期経営計画2026におけるDX戦略への定性指標として、「デジタル化を中心とした ワークフォース事業での生産性の改善」を示し、公表しています。

（非公開情報による補足）
中期経営計画2026で掲げているテクノロジー推進の領域（4象限の図表）ごとにKPI※を定めてモニタリングしており、四半期に一度グループ会社の役員が出席するHMC（Headquarters Management Comittee）にて評価を行っています。

※KPI例
　「クラウド率（2025年度末までに78％）」
　「生産性向上施策数（グループ社員全体にインパクトがある、もしくは特定業務について高い生産性向上をもたらす施策を2025年度末までにグループ全体で25件以上）」



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2023年　　9月　　25日

	発信方法
	イベントでの講演・パネラー
「日経Well-beingシンポジウム」
https://events.nikkei.co.jp/61016/
パネルディスカッション「AI時代の企業経営と人材価値～AIは従業員をWell-beingにしうるのか～」
https://touch.persol-group.co.jp/20231214_16065/

	発信内容
	パネラーの一人に和田CEOが登壇し、自社の取り組みとして、社内専用の生成AI「PERSOL Chat Assistant」を構築して事業展開に向けた検証をしていることや、自身の生成AI活用エピソードを語っています。
また、「人は、AIを使って“はたらくWell-being”を高めうるのか」を考えていくことの重要性について言及し、今後の方向性についても発信しています。

（補足）
上記発信は、戦略に示したテクノロジー推進の上で、主要な取組の1つである、「テクノロジーをベースにした、はたらくWell-beingに関する新たなプロダクト／プラットフォームの探索・創造・拡大」に関連する情報発信です。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2023年　　7月頃　～　　　2023年　　9月頃

	実施内容
	経済産業省が公表しているDX推進指標による自己診断を実施。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	年間通して（システムごとに異なる時期になります）

	実施内容
	（１）サイバーセキュリティに関するポリシー・規程等の策定
サイバーセキュリティを含めた情報セキュリティ強化のために、当社にグループ情報セキュリティ統括部門（ITガバナンス部セキュリティガバナンス室）を設置し、グループ全体のセキュリティ推進を行っています。
経営陣は情報セキュリティ対応における最終責任を有し、情報セキュリティ統括部門に対する指揮・監督を行っています。また、グループ共通のセキュリティ規程（グループ情報セキュリティ基本規程、グループ情報セキュリティ基準、グループITセキュリティ基準）に基づいて、グループ各社が情報セキュリティに関する各部署および従業員の責任・役割等を規定し、パーソルグループ全体でセキュリティを遵守できるようにしています。

（２）サイバーセキュリティ点検の定期的な実施
上記基準の遵守状況について、各社および重要システムを対象にグループ共通のチェックリストを用いて定期的な点検を実施しています。また、その結果について取りまとめ、月次で開催されているグループ内のSBU/FUの中核会社の情報セキュリティ推進責任者：通称SISO（SBU Information Security Officer）会議にて報告、改善対応の指示へとつなげています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

